
高周波利用設備廃止届 

  

  令和〇〇年〇〇月〇〇日 

 
東北総合通信局長 殿 

 申請者 

郵便番号 １００－○○○○  

住  所（法人又は団体にあつては本店又は主たる事務所の所在地） 

東京都千代田区〇〇 

氏  名（法人又は団体にあつては商号又は名称）  

株式会社〇〇 

代表者の役職名及び氏名 代表取締役社長 〇〇 

電話番号 ０３－〇〇〇〇－〇〇〇〇 

メールアドレス 〇〇〇〇＠ｃｏ．ｊｐ 

 

代理人（代理人による申請の場合（委任状が必要）記載） 

郵便番号 ９８０－○○○○ 

住  所（法人又は団体にあつては本店又は主たる事務所の所在地） 

宮城県仙台市青葉区〇〇 

氏  名（法人又は団体にあつては商号又は名称）  

株式会社〇〇 宮城工場 

代表者の役職名及び氏名 工場長 〇〇 

電話番号 ０２２－〇〇〇－〇〇〇〇 

メールアドレス 〇〇〇〇＠ｃｏ．ｊｐ 

 

高周波利用設備を下記のとおり廃止しますので、電波法第１００条第５項において準用する同法第２２

条の規定により届け出ます。 

 

記 
 

１ 設置者の氏名又は名称及び住所  

住所              東京都千代田区〇〇 

氏名（又は名称）              株式会社〇〇 

２ 廃 止 す る 年 月 日           令和〇〇年〇〇月〇〇日  

３ 高周波利用設備の種別          各種設備 

４ 許 可 の 番 号           東高第〇〇〇〇〇号  

５ 許 可 の 年 月 日           平成〇〇年〇〇月〇〇日 

申請する年月日を記入してください。 

４、５の欄は、許可事項証明書（旧許可状）に記載されている

『許可年月日』及び『許可番号』を記入してください。 

上記の申請者氏名及び住所を記載してください。 

設備の種別を記入してください。 

（法人組織の場合） 

登記簿に記載されている本店の所

在地、商号、代表者を記載してく

ださい。  

※支社・工場等から申請する場合

は、代理人欄に記載 

※医療機関等の場合は、病院名で

はなく、法人の登記の名称、代表

者を記載 

 

（個人事業主等の場合） 

法人格を有しない場合は、個人の

住所、氏名を記載してください。 


